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よびデータ利活⽤に関する事業場における課題に関する考察、および特殊健康診断問診票
調査を交えてⅡ.問診票標準化の試みを⾏った。 
 
研究分担者  
宮本 俊明 ⽇本製鉄（株）東⽇本製鉄所・

統括産業医 
上野 晋 産業医科⼤学・産業⽣態科学研究

所 職業性中毒学・教授 
川波 祥⼦ 産業医科⼤学・産業医実務研修

センター・教授 
塩⽥ 直樹 産業医科⼤学・医学部・⾮常

勤助教 
安藤 肇 産業医科⼤学・産業⽣態科学研

究所・助教 
⼭本 誠 産業医科⼤学・産業⽣態科学研

究所・⾮常勤講師  
 
 
 
Ⅰ 特殊健康診断等のデータ⼊⼒標準化
およびデータ利活⽤に関する事業場にお
ける課題に関する考察 
 
 １）特殊健康診断の実施についての課題 
平成 21 年の厚⽣労働省調査による特殊健
康診断（以下、特殊健診）実施状況では、
法 定 特 殊 健 診 は 健 診 実 施 事 業 場 総 数 が
70,182 事 業 場 、 健 診 実 施 者 総 数 が
1,164,832 名であった。法定特殊健診では

有機溶剤の特殊健診受診者数が最も多く、
578,044 名であった。 

中⼩事業場においては企業外労働衛⽣機
関に外注し実施されることが⼀般的であり、
企業外労働衛⽣機関は健診の実施とその結
果の受診者および事業場への返却を⾏うと
いう形態になっていると思われる。 
特殊健康診断の⽬的は、作業及び作業環

境と特殊健康診断結果との関連を検討する
ことで、作業による健康障害を未然に防ぐ
ことである。この「作業及び作業環境と特
殊健康診断結果との関連を検討」という点
で、検討する主体は産業医を含む産業保健
スタッフであり、評価を⾏うのは医師及び
産業医であることが規定されている。従っ
て、特殊健診の判定を⾏う医師及び産業医
のもとには、単なる採⾎や検査結果などの
健診結果のみならず、個⼈の業務歴や事業
場側から就業情報、作業環境測定結果など
の情報が寄せられて初めて適切な評価がな
されるものと思われる。 

特殊健康診断の検査項⽬とその質につい
ての課題は下記のようにいくつか挙げられ
る。 
1 検査項⽬の多さ：特殊健診は、労働安
全衛⽣法第 22条で定められた業務で 7
業務、指導勧奨による対象業務が 25 業
務あり、特定化学物質（特化物）に関
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する労働安全衛⽣法特化則（労働安全
衛⽣規則）第 39条において、別表に挙
げられている特定化学物質は 56種類あ
り、それぞれの物質において健診項⽬
が存在することから、個⼈健康記録と
して⼊⼒すべきデータ数は膨⼤であ
る。また、法定による健診と努⼒義務
（指導勧奨）による健診の情報が存在
しており、情報の整理が必要である。 

2 検査項⽬の有効性と信頼性：法定の特
殊健診項⽬については、その多くが、
各有害要因に関する省令が制定された
時期の作業環境やエビデンスが基本と
なっている。その後、⽇本の職場の環
境は改善しており、当初想定された⾼
濃度ばく露がほとんど⾒られなくなっ
た有害要因も多い。（森晃爾 厚⽣労
働科学研究費補助⾦「労働安全衛⽣法
の改正に向けた法学的視点からの調査
研究」分担研究報告書 「健康診断制
度の現状と課題」） 

3 検査項⽬の適切な解釈：有害要因に関
して、物理学的要因、化学的要因、⽣
物学的要因などが混在しておりそれぞ
れのリスク評価が必要となる。 

 
２）特殊健診ＰＨＲのデジタル化はなぜ
必要か？ 

令和 4 年 2⽉に厚⽣労働省から出された、
「新たな化学物質管理〜化学物質への理解
を⾼め⾃律的な管理を基本とする仕組みへ
〜」においては、特定の化学物質に対する
個別具体的な規制から、危険性・有害性が
確認された全ての物質に対して、国が定め
る管理基準の達成を求め、達成のための⼿
段は指定しない⽅式に⼤きく転換する事が
挙げられている。その中で、措置義務対象
の⼤幅拡⼤として、国が定めた管理基準を
達成する⼿段は、有害性情報に基づくリス
クアセスメントにより事業者が⾃ら選択可
能とし、特化則等の対象物質は引き続き同
規則を適⽤して、⼀定の要件を満たした企
業は、特化則等の対象物質にも⾃律的な管

理を容認する⽅針が出されている。また、
特 化則、 有 機則で規制さ れ て い る物質
（123 物質）の管理は、５年後を⽬途に⾃
律的な管理に移⾏できる環境を整えた上で、
個別具体的な規制（特化則、有機則等）は
廃⽌することを想定している。 

このことから、特に化学物質の⾃主管理
においては、紙ベースの記録媒体のみなら
ず、デジタル媒体でのデータ記録の標準化
がさらに求められると思われる。雇⽤形態
も安衛法が制定された 1972 年当時より変
化し、正規雇⽤は減少する⼀⽅、⾮正規雇
⽤が増加し、「ジョブ型採⽤」や「成果主
義」の導⼊などを背景に終⾝雇⽤制度の崩
壊も指摘されている。このような状況の中
で、労働者の就業期間の個⼈健康記録の連
続性を担保する上でも紙ベースの記録媒体
から、デジタル媒体でのデータ記録の標準
化への転換が求められると思われる。特に
特殊健診においては、化学物質や他の有害
要因などの個⼈曝露記録としての保存が求
められるため、紙ベースの記録媒体の耐⽤
性は認めつつ、デジタル媒体でのデータ記
録の標準化を基本とした⻑期間保存への転
換が求められると思われる。この⻑期間保
存の求めるところは、特定事業場あるいは
作業場での疾病発⽣した場合の原因解明に
向けた統計解析や、曝露と業務起因性の客
観的判断を図るレトロスペクティブな検索、
あるいは将来疾病発⽣予測のための解析資
料としての活⽤を想定している。デジタル
データの⻑期保存化については、20 年〜
40 年のスパンで職場が変わっても保持可能
であることが求められるが、⼀⽅で個⼈情
報であることと同時に会社の機密情報でも
ある故に容易な公開は出来ず、⾼度なプロ
テクトとセキュリティが必要である事も重
要な点である。 

特殊健診に限らず、ＰＨＲのデジタル化
のメリットとしては、①全年代的にＰＨＲ
の所有者が活⽤可能（医療⽤、救急時、災
害時など）②健康管理に対する⾏動変容効
果、③作業環境改善・作業改善のための客
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観的根拠となるデータベースとなる、等が
挙げられる。 
 図 1 に、本研究で規定する特殊健診にお
ける標準個⼈記録票（ＰＨＲ）と標準問診
票の概念を⽰す。従来の各種特殊健康診断
の紙ベースでの個⼈記録票では、特殊健診
項⽬及び化学物質の種類によって、⾃他覚
症状、既往症・現症、作業条件データが問
診によって記録され、画像検査やバイオロ
ジカルモニタリング結果のデータが記録さ
れた上で、医師の診断や意⾒を記載する様
式が基本となっていると思われる。さらに
問診による作業条件のデータに加えて、作
業環境測定結果の情報も、特殊健診受診者
の客観的な曝露に関する情報として加わる
ことが望ましいと思われる。 

中⼩事業場の嘱託産業医でも容易に評価
可能なデジタル主体の特殊健診個⼈健康記
録媒体を整備する上で、作業環境・作業状
況・⾃他覚症状の情報は重要かつ基本的な
部分を占めると思われる。よって今年度の
本研究では、問診票の調査より開始し、デ
ータの標準化に繋がる作業を進めた。 
 

Ⅱ 問診票標準化の試み 
 Ａ．研究⽬的 

特殊健康診断の⼀次健診において得られ
る受診者の種々の個⼈受診情報から、⼆次
健診の必要性の是⾮を判断するためのツー
ルを作成するために、問診票の標準化は必
要と考えられる。 

ここで⾔及した⼀次健診において得られ
る受診者の種々の個⼈受診情報とは、特殊
健康診断で実施すべき項⽬として挙げられ
ている、①業務の経歴の調査、②作業条件
の簡易な調査、③既往歴、⾃覚症状・他覚
症状の調査、④バイオロジカルモニタリン
グ結果等を含んでいる。このうち①〜③は
必須項⽬として設定されている。この他に
特殊健診受診者の関わる作業環境測定結果
の情報も、受診者の健診情報に加えるべき
ものと思われる。バイオロジカルモニタリ
ングは対象物質により基準値や判定基準も

異なるが、①〜③までの項⽬の情報の⼊⼒
⼿順については整理でき、標準化は可能で
あると考えられる。 
 
B．⽅法 

法定の特殊健康診断の法令に記載されて
いる⼀次健康診断項⽬のうち、⾃覚症状及
び他覚症状に⾔及されている項⽬を調査し、
整理すると共に各項⽬のコード割り付けを
考案した。 
 
C. Ｄ．結果および考察 
表 1 に特殊健診項⽬のコード案、表 2 に

作業条件の簡易調査コード案を⽰す。 
作業条件の簡易調査に基づく情報につい

ては、1）対象物質（要因）の使⽤頻度、2）
作業⼯程や取扱量などの変更の有無、3）
作業時の局所排気装置の使⽤の有無、4）
保護具使⽤に関する保護具の種類と使⽤頻
度、4）事故や修理などにおける対象曝露
の有無、5）直接曝露の有無、等の情報に
集約できる。よって、これらの集約情報に
は体系的なコード付与が可能である。 
表 3 には特定化学物質（特化物）コード
表（案）、表 4 には有機溶剤コード（案）
を⽰した。特定化学物質（特化物）は化学
安全を⽬的とし、労働者に健康障害を発⽣
させるまたは発⽣させる可能性が⾼い物質
として、労働安全衛⽣法施⾏令の別表第 3
で定められた化学物質である。特殊健診で
は、各々の物質ごとに健康診断対象者及び
健康診断項⽬は異なっている。また、特化
物は第 1類から第 3類まで分類されている
が、第 3 類物質のうち、硝酸、硫酸、⼀酸
化炭素については、特定業務従事者健康診
断の範疇に⼊り、別途健診の情報として整
理が必要となる。 

有機溶剤に関しては、第⼀種有機溶剤、
第⼆種有機溶剤を使⽤して、有機則第 1 条
第 1項第 6号に定める業務に常時従事する
労働者が特殊健診の対象となるが、バイオ
ロジカルモニタリング（代謝物測定）が必
要な物質もあり、こちらも整理して記録す
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べき項⽬は多岐にわたる。 
以上の基本情報を踏まえて、⾃他覚症状

を突合して⼊⼒していくことになるが、⾃
覚・他覚症状については、各特殊健診によ
り⾃他覚症状として問診すべき項⽬が挙げ
られており、整理すると表５のようになり、
項⽬数はその他を含めると 83 項⽬である。 
特定化学物質では、第⼀次健診で問診す
べき⾃他覚症状の項⽬は化学物質の種類に
より異なっている。有機溶剤では 22 項⽬
（その他症状を含む）、鉛では 10 項⽬
（その他症状を含む）となっている。 

これらの項⽬は臓器別・系統別に整理可
能であり、⼤別すると 12 の系統に整理で
きる。（カッコ内は項⽬数）1全⾝⼀般(4)、
2 メンタル(4)、3 神経・筋⾻格系(19)、4
眼科系(7)、5⽿⿐科系(13)、6呼吸器系(5)、
7循環器系(2)、8消化器系(9)、9⾎液系(1)、
10⽪膚科系(11)、11泌尿器系(5)、12⼝腔
系(2)、となる。 

83 の項⽬はいくつかの系統と重複する所
⾒と考えられるところもあるが、これらの
項⽬をコード化する事により、ア）特殊健
診の種類から問診すべき⾃他覚症状を検索
する機能、あるいはイ）⾃他覚症状からど
の特殊健診の項⽬に該当するかを検索する
機能、をもった共通問診票アプリを設計す
ることが可能になると思われる。 

さらに、作業条件の簡易調査問診票によ
る作業条件の情報と上記の⾃他覚症状情報
との連携は必要と思われる。 
また、作業環境測定結果と作業条件簡易

調査問診票と⾃他覚症状との連携を図り、
さらにはバイオロジカルモニタリング結果
と⾃他覚症状との連携を図り、最終的に産
業医を含む医師の判断を以て、⼆次健診の
必要性を評価する事が望まれる。 
安衛法に規定された問診においては、厚

⽣労働省の資料（これからの健康診断「⼀
般健康診断ハンドブック」労働省労働衛⽣
課編）によれば、「⾃覚症状および他覚症
状の有無の検査について、雇⼊時および定
期健康診断の具体的な項⽬については、省

令では⽰されていないが、雇⼊時健康診断
では「当該労働者が就業を予定される業務
に応じて必要とする⾝体特性を把握するた
めの感覚器、呼吸器、消化器、神経系、⽪
膚および運動機能の検査が含まれ、 その検
査項⽬の選定は当該労働者の性、年齢、既
往歴、問視診等を通じての所⾒などもあわ
せて医師の判断にゆだねられるものであ
る。」との考え⽅が⽰されている。また、
定期健康診断では、⾃覚症状の検査につい
て、「最近において受診者本⼈が⾃覚する
事項を中⼼に聴取することとし、この際本
⼈の業務に関連が強いと医学的に想定され
るものをあわせて⾏うものとする。」、他
覚症状の検査について、「受診者本⼈の訴
えおよび問視診に基づき異常の疑いのある
事項を中⼼として医師の判断により検査項
⽬を選定して⾏うこと。なお、この際医師
が本⼈の業務に関連が強いと判断した事項
をあわせ⾏うものとする。」との考え⽅が
⽰されている。 こうした意味で⾃覚症状お
よび他覚症状の有無の検査の具体的な内容
については、当該健康診断を⾏なう医師に
ゆだねられている。安衛法では問診票の項
⽬について業務に関連が強いと判断した事
項を併せて⾏うことが求められており、特
に特殊健診の問診においては、先に述べた、
下作業条件の簡易な調査における問診と連
ソどうして、例えば「頭痛」という⾃覚症
状があった場合、それが、就業時間に特異
的に発現するのか、持続時間はどの程度か、
など業務起因性の判断に繋がる情報として
記録されることが求められる。 
既往歴と現症の記録については、更に情

報の整理が必要と思われる。当教室で以前
に⾏った調査では、各健診機関で使⽤され
ている健診の問診票について、全国各地の
70 健診機関より問診票を収集し、64 種類
の問診票を解析対象とした調査結果では、
問診票の既往歴・現病歴の問診項⽬数は
「なし」、「その他」を含み 305項⽬にも
及び、「がん」という項⽬ 1 つを取っても、
「悪性腫瘍・腫瘍」、「がん」、「悪性新
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⽣物」など３通りの表記があり、多種多様
を呈していた（図 2）。その中で頻出問診
項⽬は、「⼼臓疾患、「糖尿病」、「⾼⾎
圧」、「脂質異常症」、「痛⾵・⾼尿酸⾎
症」、「貧⾎」、「呼吸器疾患」、「肝・
胆疾患」、「腎疾患」、「脳⾎管疾患」、
「消化器疾患」、「胃・⼗⼆指腸疾患」で
あった。 

「糖尿病（56）」、「⾼⾎圧（56）」、
「脂質異常症（56）」、「痛⾵・⾼尿酸⾎
症（56）」、「貧⾎（55）」は単独の質問
項⽬として 8 割以上の問診票で問われてい
た。現症と既往症の記録及び⽣活習慣関連
の問診については、⼀般健診で記録された
データと相互に活⽤して良いと思われる。 

⽣活習慣における問診については、2008
年より始まった「特定健康診査・特定保健
指導」(以下特定保健指導という)における
問診にて、デフォルトの 22 問診項⽬を採
⽤している。この 22 問診項⽬は、電⼦的
なデータ標準様式が定められており、また、
前述の当教室の調査では 64 問診票中 55 の
問診で採⽤されており（85.9％）、特に、
特殊健診結果に影響を及ぼすと思われる喫
煙と飲酒の項⽬に関してはこの特定保健指
導問診項⽬に含まれており、この情報を特
殊健診医おけるデジタルＰＨＲとして流⽤
することは意義のあることと思われる。 

産業保健の場における問診とは、安衛法
の定期健康診断における問診とは法定の問
診項⽬として、就業状況に⾒合うだけの健
康状態であるかどうかの判断に資する情報
であることが肝要と思われ、特に特殊健診
では、業務起因性による症状の有無を正確

かつ的確に記録することが肝要と思われる。 
 
Ｅ．結論 

本年度は、特殊健診における電⼦データ
によるデジタルな個⼈健康記録（PHR）を
策定するために、特に健診結果の⼊⼒に関
して、標準問診票に⼊⼒されるべき情報項
⽬を整理した。 
 
Ｆ．研究発表 
 特記なし 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
（予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実⽤新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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図 1：特殊健診における標準個⼈記録票（ＰＨＲ）と標準問診票の概念図 
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表 1：特殊健康診断の項⽬別コード割り付け案 

 
 
 
表２：作業条件の簡易調査 コード案 

 
 
 
 
表３：特化物コード表（案） 
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表４：有機溶剤コード（案） 



9 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５：⾃他覚症状項⽬⼀覧表 
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図 2：既往症・現症 問診項⽬の内容（当教室調べ、縦軸は問診票件数： 「健康開発」第 22巻 1号よ
り引⽤） 
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